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近年、増加する近接施工に対して、災隙の iH"I函・員!J:ff!・施工に燐わる技術者が、どのような概念在持ち、実際

にどのような手訟で設 81 ・施工を行っているかを抱掘すべくアンケート調査在実施し、その結'*を~理し傾向を

検討した a 本報告では、アンケートの剥査結果とその傾向より、変形予測の手法の中で『弾製性法J を用いる回

答が多かったことをふまえて、 ~ti\!!l益性訟をによる変形予測在、災自由デ一掃を IIIいていくつかの基準や設計指針に

ついて比較検討を行い、その結果を品s介すものである。検討の結巣、各基準の計算手法によって計算結巣に差異

が生じたが、経験と思想が反映された結巣であり、我々実務者としてはこれらの差異在充分に抱強したよで入力

儲等に的確な判断を下し活lfIしていくべきと瓜われた

キーワード.基準，地盤係数，土圧，変形，掘削，弾性，塑性 E-2 

lω まえがき

近年、都市とその周辺部においては、人口集中がi龍む中で都市機能を維持・向上させるための社会施設(交通

機関、電力、ーと下水道、ガス等)が、整備拡充される傾向である。之れらの施設は、土地の立体的、効率的な有

効利用のために、;地よ及び地下空間において見:t設構造物に近接した位優に計画、建設される場合が多い a このた

め、之れらの施設主主設に際しでは、滋i設の重要構造物(ピル、鉄道、道路、地下埋設物等)に近接したもいわゆ

る f近接施工J と称される工事となる。近接施工となる場合、ヱ事によって地盤に変位を与えることにより、既

設構造物に変:伏をきたしたり、機能を損なう恐れがあることや、振動・騒音等による周辺環境への影響が賦;念さ

れる図そのため、一般のエ事に比べて調査、計画の段階から設計。施工に ~Ë るまで慎重に十分な検討を実施し、

既設構造物や周辺環境に悪影響を与えず工事を行うことが重要である。我々土木建築技術者にとって、 「近接施

工J とうまくっきあうことは、大きな関心、事のひとつである。

近接施工における掘削・山留めに対する基準や設計指針は各関連機関で定められており、研究発表も数多くあ

る。今回の研究では、実際の計溺・設計・施エに携わる技術者が、 「近接施工j に対してどのような概念を持ち、

実際にどの様な手法で設計・施工を行っているか扱揺すべくアンケート調査を実施し、その結果を整理すること

によりその傾向を検討した。

本報告では、アンケート調査結果とその傾向より、変形予担gの手法のなかで f弾塑性法J を用いる回答が多か

ったこことを踏まえて、弾塑性(肱強)法による変形予測を、実測デ-Jj!を用いていくつかの基準や設計指針につ

いての比較検討を行なった。その結果を紹介する。

g広島大学工学部建設工学講座 助手、帥五洋建設株式会社中国文広土木設計部、

帥*不動建設株式会社ジオ・エンジニアリング事業本部広島事業所研究室、
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池上石川奥田

2. 弾塑性(拡張)法の概説

弾塑性法・弾製f上拡際法は、弾性支承ばりの考えを山留め壁架織の設計に拡張した弾性法に、根切り底面付近

の地盤に~性域を想定することにより実状に近いモデル化を図ったものである。この方法については、多くの実

務者が種々の提案を行なっているが、基本的には以下の仮定条件下で行われる計算手法である。

1. 自主体は根入れ長さを有し、地盤条件により先端を回定、ヒンジ、自由

の 3種類とする固

2. 背師側j玉及び掘削面側の側圧は掘削による土質条件の変化(地下水位

の低下など)に対処できるように、掘削段階毎にインプットする e

3. 掘削底面以下の壁体に作用する横抵抗は一次的に比例するものとし、

且つ、受動土圧を越?L.ない。

4. 暫1]1築設震後の切禁支点は弾性支承とする。

又、 g単位域、塑性域の各領域における基本式は次のように表わされる。

掘削底面以上と掘削底面下の塑性域においては、弾性支承ばりの基礎微分方程式は、

d4yx  
E 1 一一一ナー一(p十 qx) = 0 
d x' 

掘削底面下の弾性領域においては、

d4yx  
E 1 -一一一一 + K B y"一(p 十司 x) = 0 
d x命

と表わされる。

ここに、 日 :山留め材料のヤング係数

1 :山留め壁断面 2<1¥モーメント

y，{ x における変位

p : X=O における荷量強さ

q 荷重の増加率

K :水平地盤反カ係数

B 山留め壁の幅

弾塑性(拡張)法についての記述は、 r (土木学会)トンネル標準示方害事。開削編 J (昭和 61年制定)

r (日本建築学会)山留め設計施工指針J (1988年)をはじめ種々の基準類にみられるが、大規模な擬削に対し

ての計算方法として推奨されている包

3. '1単塑性(拡張)法の基準別による比較

弾塑性(1広張 )t去についての記述は種々の議機にみられるが、ここでは

① トンネル標準示方審・開削絹 (土木学会) 昭和61年制定版

② 共問f蕗殻計指針 (日本道路協会) 昭和61年版

③ 山留め設計施工指針(日本建築学会) 1988年版

の 3つの指針・示方議について比較検討を行った。

検討に用いた実証mfJi1Jは取水路の敷設の為の山留め工事で、その施工に関する概要は図-1に示す通りである。

施工に際して、矢板の背後 1mの所のボーリング孔内にステンレス製の測定管を埋め込み、ローラー式傾斜計と

主主動トランス式計器用インジケ}タを用いて、矢板壁の水平変位を計測している。
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弾塑性解析の傾向

実調tl結果をff!1-2に示す。 又、設 ili"l時における慣用法による山留め鐙の計算結果を表-1に示す.

釣り合い深さ

根入れ長

表-1 慣用法による計算結果

詩型拠基準 r )主 i司耳事故 ~j 指針」

土留め壁 :鏑矢板lV型

有効断面率 :α=O. 6 0 

H 4. 047m(G. L園ー12.347)

D 4. 856m (G. L.ー13.156)

最大曲げモーメント Mmax 14.62tf'm/m ( 2 i}:掘削時)

最大せん断力 S max 9.65tf/m ( 2吹掘削時)

曲げ応力度 o c 1 073kgf /cm2 

最 大 9. 37 cm 

土留め壁変位

一次掘削時 2.22 cm (Changの式による)

佐立"f

2広Iコ2αJO 10600 2∞o 2200 ih∞回
41J 

.+3~ 
55l 0 B 

6D 

10.ρ 

Eh412ρ 

-14.(1 

o 5 。
J豆島:iQ

4 

l.Otlm" 

図-1 工事概要 図-2 5軽測結果
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実測例の基機①~③に沿って計算した結果を表-2及び図 -3-図-8に示す固

表-2 基準毎の計算結果

a. 水平地蜂反カ係数

深 度{田) N儲 ト示土ン方木ネ書学ル開会標削準編 共ザ品品再会十 山日留本め建施設築工計指学会針

算出式 0.067 N 0.045 N 0.032 N 

EL. +3. 0-+1. 2 
K= 1. 34kgf/cmヨ K= 0.64kgf/c血S

(深度0.0-1.8)
20 K= 0.90kgf/c皿3

EL. +1. 2--4. 8 

(深度1.8-7.8)
10 0.67 0.45 0.32 

EL. -4. 8-“7.8 

(深度7.8-10.8)
20 1. 34 0.90 0.64 
ト¥

EL.ー7.8- "-.." 
30 :!.01 1. 35 0.96 

(深度10.8- ) 

b. 各施工STEPの最大値

土木学会 日木道路協会 日本建築学会
ー-----ーーーー--ーー・ーーーーーーー・ーーー，ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

施工 STEP
トン探ネ準ル示開方削編書

山留め設計施工指針
共同溝殻計指針

りわ・け--Ji式 側圧係数

変位 (mm) 14.413 (0. (10) 21.469 (0.00) 26.714 (0.00) 25.696(0.00) 

+ をーメント(tm) 0.00 (0.(10) 0.00 (0.00) o. (}() (0.00) 0.00 (0.00) 
1 
岨モーメント(tm) 4.77 (4. (0) 5.68 (5.00) 5.35 (5.00) 5.36 (5.00) 

せん断力 (t) -2.43 (2. "，0) -2.74 (3.00) -2.67 (3.00) -2.61 (3.00) 

変位 (酬) 12.592 (4.00) 21. 669 (4.00) 23.481 (4.00) 21.657(3.00) 

+ 宅ーメント(tm) 8.37 (4.00) 13.23 (5.00) 10.88 (5.00) 9.41 (5.00) 
2 
ー宅ーメント(tm) 4.93 (自.00) 6.46 (10.00) 5.54 (9.00) 5.15 (9.00) 

せん断カ (t) 5.53 (1.50) 7.21 (1. 50) 6.53 (1.50) 5.87 (1.50) 

変位 (mm) 15.890 (7.00) 32.919 (8.30) 25.339(6.50) 26.24 (7.672) 

3 
+ 宅ーメント(tm) 12.75 (8.00) 22.13 (8.30) 13.55 (7.80) 16.88 (8.00) 

ーモーメント(tm) 5.52 (5.00) 11. 24 (5.00) 3.55 (5.00) 9.17 (5.00) 

せん断力 (t) 11.33 (5.00) 16.66 (5.00) 11.46 (5.00) 14.79 (5.00) 

※注: ( )内は最大値の生ずる深度を表す.

側圧係数-r W. L.以上 K = O. 3 

L. W. L.以下 K = O. 5 

各基準及び設計指針とも N値より水平地銀反カ係数を算定するが、算出式による皇室は 2倍近くになる.また、

土圧の考え方もクーロンの土圧を用いるケースとランキン・レザールの土圧を用いるケースがあり、若干の差異

が生じる.

各基準毎に変形量及びモーメントに若干の差異がみられるが.慣用法に比べてその推定備は実測値に近く、掘

削の進捗に伴う矢板の変形形状は実測備と良い対応を示している. 変形形状を図-9のように深度職と変形曲

線でなす面積で評価すると表-3の如くとなる.
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表 -3 面積比に依る評価

土木学会 日本道路協会 日本建築学会

帽唱._------ー，ーー---咽 恒輔ーー・・ーーーーーーーーーーー.ーーーーーーー・._--暢柑副---_.・ー帽'・ー・ーーーー・駒帽帽骨量ー岨

施工 ST E P トンネル 山留め設計施工指針
保準示方書 共同溝設計指針

開削編 りわ・け.サ式 側圧係数

STEP-1 n = 0.730 n = 1. 263 n = 2. 146 n = 2.008 

STEP哨 2 0.409 0.755 0.890 0.811 

STEP-3 0.553 1. 135 0.996 1. 023 

ここに

各基準による計算値の面積

面積比(n) = 

実測値の面積

面積:図-9の影の部分の面積を示す

図-9 

義一 3よりトンネル標準示方書以外は各基準共、施エSTEP-lの自立状飽では頭部変位が大きく計算されている

ため 2倍程度の値になるが、掘削が進捗するに従lって実測値に近づいているのがわかる.

4. 弾塑性(拡張)法に及ぼす入カ儲の影響

弾塑性(拡張)法に基づいて行われる計算は 3重量で 表-4 入カ値の影響度

示したように、基準毎に若千の差異はみられるものの、

それ自体理論的には正当なものである.しかし、実状に

即した設計をするためには計算に使用する入力値の選定

などの運用面が計算結果に大きく影響を及ぼすと考えら

れる.

金谷ら引は、日本建築学会『建築基礎構造設計基準・

岡解説J (1974年改訂版)に基づく郵塑性拡張法の計算

を例にとって、入力値が計算結果に及ぼす影響を調査し

表 -4に示すような結果を得ている.

変化させた項目

僻庇係数 支 固定

: K=O. 5-0.8 
点 パネ(k)

土の変苦3係数 条 国定

: E./2. E.. 2E. 
{牛 パヰ(k)

支点条件:k/2. k. 2 k.固定

山留め計算結果への影醤皮

壬-)~ト 変形 切開自力

。 ム 。

。 。 。

ム ム ム

ム 。 ム

。 。 。

アンケート調査結果によると、"邦注者の指定" に 。:大きく影響する、0:影響する、ム:あまり影響しない

より基準や指針類を決定してしまう傾向にあるため、実

務者レベルでの選択肢は土留め壁先端条件(ヒンジ・固定・自由)とポーリング等の土質データの整理に伴う地

盤の変形係数(水平地盤反カ係数)程度に限定されてしまう.本実測伊jを用いて先端条件の計算結果に及ぼす影

響の検討を行ったのが図ー 10である.
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弾塑1性解析の傾向

載荷隔の上限値と下限値の水平地盤反力係数

土木学会トン抑標準部方審開制緩

深 }3!: (m) N値

B"I，OOO cm B= 500 cm 

算出式 0.067 N 0.113 N 

EL.+3.0~+ 1. 2 

20 瓦ョ 1. 34kgf/cm3 K= 2.26kgf/cm' 

(深度 0.0~ 1. 8)

EL. +1. 2~-4. 呂

10 。.67 1. 13 

(深度1. 8~7.8)

EL.-4.8~ ー 7.8

20 1. 34 2.26 

1 i-h深d震度度7R九 8I~O ) U 
3.39 

表-5 

尚、検討は「共同溝設計指針J を用い

て実施した。

先端条件では、自由端とピンの相違は

ほとんどなく、滋定端と仮定すると下端

のモーメント{自に大きく影響している事

がわかる。

次に、地盤の変形係数の及ぼす影響を

「トンネル標準示方議ー開削編 J を用い

て検討した結果が表 5及び図-1 1で

ある四

間示方蓄によると、 N値より水平地盤

反カ係数を決定する場合、載干ilj編 Bが500

-l，OOOc悶であるため、水平地織反力係

数がある偏をもって算出される事になる固

ここでは、この上限値と下限値を用いて

反力係数を変化させて検討した。

これによると、モーメントに関しては

水平地盤反カ係数の違いほどの差異はみ

られないが、土留め壁の変{立量に隠して

は5mm 程度の差異が見られる。
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水平地盤反カ係数の計算結巣に及ぼす影響

5. まとめ

各基準類の計算結果の比較と、入力値の計算結巣に及ぼす影響について述べてきたが、結果として本実測例に

ついては、 『共同溝設計指針」がよく対応していたように思われる.しかし、なにぷん l現場の実測例について

の比較である為、決して同指針の優位性を示すものではない.我々実務者としては、同条件下で生じる計算結果

の差異を充分に把握した上で、入カ値等に的確な判断を下し活用していくべきであると恩われる.又、近接施エ

においては既設構造物への影響を常に抱揮しながら対策等を検討し.工事を無事完了する事が要求される.弾塑

性(拡張)法は、現場計測により掘郎による土質条件の変化を次段階ヘフィードバックする事ができる計算手法

であり、かつまた、最近の工事現場への電算機の導入・計算ソフトの整備の状況等から非常に有益な計算手法で

あると恩われる.

図-1 1 
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